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研究要旨  
背景：「父親の子育て支援推進のためのプログラムの確立に向けた研究（23DA0701）」において期待

される結果である「わが国における父親支援事業の推進とその EBPM サイクルの活性化、父親お

よびその家族の Wellbeing の向上」に向けた取り組みの一部として、自治体における父親への育児

支援の実施状況について収集・把握することが本研究の目的である。2020 年に実施した調査をもと

に、支援の実施状況と支援に対する意識と実施可能性のモニタリング調査として実施した。 
方法：2023 年 9 月から 11 月に、全国基礎自治体 1741 の母子保健担当部署の職員を対象に、郵送留

め置き法による自記式アンケート調査を実施した。 
結果：返信の中で回答漏れの少ない 613（回収率 35.2%）通の回答を分析対象とした。回答が得ら

れた自治体の平均では、総人口は 92,788.7 人、高齢化率は 34.5%、年間出生数は 567.8 人であった。

回答者が保健師である割合が、前回の 73.8%から 94%と大幅に増加した。主な対象を母親ではなく

父親とする育児支援事業の実施は、前回の調査結果である 2019 年度の 6.5%に対し、2022 年度では

10.3%に上昇していた。事業の狙いは、2020 年の調査では妊娠・出産への理解とともに母親の育児

負担軽減と産後うつ予防を挙げる自治体が多かったのに比べ、今回は「父親の育児不安軽減」や「良

好な父子関係」、「育児を楽しめる環境づくり」など、父親自身への効果をねらいとしていた。父親

支援事業の内容は父親への情報提供、講演会やイベント、仲間づくりなどであった。 
父親支援事業を実施していない自治体の中で、必要であると回答している自治体は 75.3%と前回

よりも 4.8%増加していたが、そのうち 75%は父親への育児支援実施の計画予定も予算獲得もなさ

れていなかった。理由として、「業務が多忙であること」「ニーズが不明であること」「専門的な人材

がいない」ことが挙げられた。実施のために必要なことは「ニーズ調査」「効果的な集客や広報」

「効果的なプログラムの提示」「ポイントやコツの情報」が挙げられ、前回と大きな変化はなかっ

た。 
考察：本調査は回収率が低く、父親への育児支援に関心を持つ自治体や支援が多く含まれる回答結

果である可能性が否定できない。父親の情報収集に関する選択肢を、今回新たに設定したこともあ

り、「特に何もしていない」という回答が減少している。育児支援において父親の情報収集の必要性

を感じており、母親への問診でも父親の状況を確認する質問を行うことが多くなったと考えられ

る。近年は虐待報告件数が増加傾向にあり、地域の困難事例に個別に関わる保健師にとって、支援

対象の母子のスクリーニングのためにも、父親の状況を把握することは重要な情報になるとの認識

が広まっている表れであろう。困難事例を減少させるためにも、より詳細な情報を入手してアセス

メントに役立て、早期に必要な支援につなぐことで両親の育児不安等の軽減、支援としての関わり

の機会とすることができる。前回調査と最も大きく異なることは、父親自身への効果を狙いとして

いることである。父親への育児支援事業化への困難があれば、既存の事業に父親を巻き込むこと、

自治体の地域特性に合わせた好事例やアウトソーシングの活用など実行可能な方法から父親への
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アプローチを始めることが、父親を地域につなぎ、育児支援を効果的に実施することにつながるの

ではないか。 
 
研究協力者 
阿川 勇太（大阪総合保育大学児童保育学部乳児

保育学科・講師） 
足立 安正（摂南大学看護学部在宅看護学・公衆

衛生看護学領域・講師） 
丸山 佳代（東京医科歯科大学大学院・保健衛生

学研究科） 
 
Ａ．研究目的 
わが国では、「イクメン」ブームを端緒として、

父親の育児が注目されるようになった。一方で、

約 10％の父親が産後うつと判定され 1）2) 3)、国内

の父親を対象にしたメタ解析では、その頻度は生

後 1 年までで 8.2%-13.2%と示され 4)、この結果

は国際的なメタ解析の結果の 8.4%5)よりやや高

い数値となっている。このように、父親の役割が

変化するとともに、父親への支援のあり方や支援

ニーズも変わってきている自治体は父親支援の

必要性を認識しているが、計画・実施段階で困難

を抱えており 6)、父親支援事業を実施している自

治体は 2019 年度で全国のわずか 6.5%に留ま

っている。 
父親の子育て支援推進のためのプログラムの

確立に向けた研究（23DA0701）において期待さ

れる結果である「わが国における父親支援事業の

推進とその EBPM サイクルの活性化、父親およ

びその家族の Wellbeing の向上」に向けた取り

組みのなかで、自治体における父親への支援の状

況の収集・把握が目的である。2020 年に実施した

調査をもとに、自治体における父親への育児支援

の実施状況とともに、支援に対する意識や今後の

実施可能性に対するモニタリング調査として実

施した。 
 
Ｂ．研究方法 

2023 年 9 月から 11 月に、全国基礎自治体 1741
の母子保健担当部署を対象に、郵送留め置き法に

よる自記式アンケート調査を実施した。調査票を

調査の説明とともに各市区町村の基礎自治体に、

返信用封筒を同封して郵送した。 
2020 年に実施した 2019年時点の実態を把握す

るための調査を参考に、既存の母子保健事業の中

で実施している支援と、主な対象を母親ではなく

父親とした事業の実施に関する項目について尋

ねた。既存の事業については、前回家庭訪問事業

を加えていなかったため、今回新たに追加した。

また、父親への育児支援の内容とねらいについて

尋ねた。 
（倫理面への配慮） 
 本調査は国立成育医療研究センター倫理審査

委員会（No.2023-085）の承認を得て実施した。依

頼文に調査の説明とともに、回答は任意であり、

回答しないことで不利益を被ることがないこと

を明記した。 
 
Ｃ．研究結果     
 返信の中で回答漏れの少ない 613（回収率

35.2%）通の回答を分析対象とした。自治体の回

答の平均では、総人口は 92,788.7 人、高齢化率は

34.5%、年間出生数は 567.8 人であった。回答者

が保健師である割合は、前回 73.8%から、94%と

大幅に増加した（表 1）。既存の事業の中で、それ

ぞれ母子健康手帳交付時に実施していることで

は、父親の生活状況や労働時間などの情報を収集

（図 1）、妊娠期・両親学級で実施していること

では、父親の参加を奨励すること（図 2）、乳幼児

健診では父親の労働などの情報収集をすること

（図 3）、新生児などの家庭訪問時には父親に対

する情報収集（図 4）が多く挙げられた。 
 主な対象を母親ではなく父親とする育児支援

事業の実施は、前回調査の 2019 年時点の 6.5%に

対し、今回は 10.3%に上昇していた（図 5）。事業

の狙いは、前回調査では妊娠・出産への理解とと

もに母親の育児負担軽減と産後うつ予防を挙げ

る自治体が多かったのに比べ、今回は父親自身の

育児不安軽減や良好な父子関係、育児を楽しめる

環境づくりなど、父親自身への効果をねらいとし

ていた（図 6）。支援事業の内容は父親への情報
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提供、講演会やイベント、仲間づくりなどであっ

た（図 7）。 
 支援事業を実施していない自治体の中で、「必

要である」と回答している自治体は 75.3%と前回

よりも 5%増加していた（図 8）。「必要である」

と回答した自治体の中で 75%は父親への育児支

援実施の計画予定も予算獲得もなされていなか

った（図 9）。その理由として、「業務が多忙であ

ること」「ニーズが不明であること」「専門的な人

材がいない」ことが挙げられた（図 10）。実施の

ために必要なことは「ニーズ調査」「効果的な集

客や広報」「効果的なプログラムの提示」「ポイン

トやコツの情報」が挙げられ、前回と大きな変化

はなかった（図 11）。さらに事業実施にあたり、

連携している部署として約半数近い自治体が「子

育て支援課」を挙げたが、その他は少数にとどま

り、半数以上は母子保健担当部署が単独で実施し

ている様子が伺われた（図 12）。父親の情報収集

が必要になるときについては、「家庭訪問時」、「乳

幼児健診」、「要支援ケースに挙げられたとき」、

の回答が多かったが、両親学級では「必要である」

と回答した自治体は 3 割程度に留まった（図 13）。 
 
Ｄ．考察 
１．2020 年の調査結果との比較 
１）調査対象の自治体の特徴 

当研究班で実施した 2 回の調査結果では、回答

率が前回の 46.9%から 35.2%と 10 ポイント以上

も低い結果であった。新型コロナが 2 類感染症か

ら 5 類感染症へと移行し、これまで自粛してきた

事業を拡大させることや母子の地域包括支援の

仕組みづくりのために、業務が多忙な時期での調

査であったことや、前回はこども家庭庁から事前

に協力依頼を各自治体に送付してもらったが、今

回はそれができなかったことが影響していたと

考えられる。人口規模が大きな自治体からの回答

が減少し、自治体の規模は前回の半分程度となっ

た。人口規模が半分近くに減少したにも関わらず、

高齢化率と年間出生数に大きな差がないことか

ら、比較的若年者人口が多く、育児環境整備の需

要が高いと考えられる自治体の割合が多いこと、

また、回答者のほとんどが保健師であり、母子保

健施策の実施と策定に関わる職種であり、父親へ

の育児支援に関心の高い自治体からの回答割合

が多い結果であると推測した。 
 
２）既存の母子保健で実施されている父親への育

児支援 
母子健康手帳交付、妊娠期の支援、乳幼児健診

に加え、今回は新生児などの家庭訪問の項目を追

加した。また、各時期に父親の情報収集をはじめ

とする回答項目を追加したためか、「特に実施し

ていない」という回答が減少している。特に乳幼

児健診において顕著であるが、新型コロナによる

規制が緩和されたことで、父親が健診に参加しや

すくなり、通常の母子保健事業でも父親と接する

機会が増えたことも理由であろう。 
過去 10 年の文献検討を実施した一柳ら 7)の報

告では、母子保健事業において、保健師は父親に

対して、ハイリスクアプローチとしての個別対応

とポピュレーションアプローチとしてのグルー

プ支援を実施していたと報告している。さらに既

存の母子保健事業の機会を捉えて、実施するポピ

ュレーションアプローチとしての個別支援を実

施する重要な機会であると述べている。本調査で

も、2020 年調査では「乳幼児健診」時はほとんど

の自治体で父親への支援は実施されていなかっ

たが、今回は情報収集を始めとしてポピュレーシ

ョンアプローチとしての個別支援が実施されて

いる様子が伺われた（図 3）。「父親の情報収集」

に関する新しい項目の追加とともに、以前よりも

父親の影響を意識して情報収集をする必要があ

るとの認識から、母親との問診であっても父親の

様子を確認することが多くなったと考えられる。

保健師は、地域の困難事例に個別に関わることが

多く、近年では虐待報告件数が増加傾向にある 8)。

困難事例を減少させるためにも、個別の問診によ

って、より詳細な情報を入手してアセスメントに

役立てること、早期に必要な支援につなぐことで

両親の育児不安等の軽減、支援としての関わりの

機会とすることができる。さらに、こうして得ら

れた情報は、育児中の男女の育児・家事スキルの

向上やレスパイト、コーピングの強化を目的とす

る施策化への資料としても期待される。父親の育
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児における困難やニーズを知るためには、まず、

地域の事業に父親が足を運び、父親が地域と出会

う機会が必要であり、既存の母子保健事業で父親

を支援対象に含めたアプローチは、育児・家事を

担う父親を受け入れる入口として好機であると

考えられる。 
 
２． 父親を主な対象とする育児支援の実施 
今回の調査で増加した乳幼児健診における支

援の実施は、「主な対象を父親とした育児支援事

業のねらい」（図 6）に示したように父親への育

児支援実施のねらいが、母親の支援者としてでは

なく、父親自身への効果を狙いとしていることへ

の実施担当者の父親への育児支援への意識の変

化が明らかになった。自治体で実施される父親へ

の育児支援環境の向上の兆しであるといえるが、

その実現のための仕組みづくりがまだほとんど

なされていないため、自治体の地域特性に合わせ

た好事例やアウトソーシングの活用などを通し

て、父親を地域につなぐ必要がある。ほとんどの

男性は平日・勤務日は仕事で家を空けていること

が多く、休日は育児・家事を担う、あるいは子ど

もを遊びに連れ出す、家族で買い物をするなど、

育児支援を受ける時間が少ない。成瀬らは、父親

の育児行動は仕事と家庭の両立におけるポジテ

ィブスピルオーバーの影響を大きく受けると報

告している 9)。父親を取り巻く仕事の環境が整う

ことも、父親が自治体からの支援を受けやすくす

るために重要な要素である。 
多喜代らは 10)、父親の育児参加は，個別性が大

きく影響し、男女の固定的な役割意識が根強いた

めに、職場や親世代から父親が家事や育児を担う

ことは肯定的に捉えられないことも多いことを

指摘している。育児支援事業実施の困難として

「効果的な集客と広報」や「ニーズが不明である」

ことを挙げる自治体が多かったが、父親自身が育

児支援事業への参加を望んでいない、当事者意識

が乏しいことでニーズがない、という一面もある

と考えられる。前回の好事例自治体へのインタビ

ュー調査では、実施者側の熱意によって予算を獲

得して事業化していることが多く 11)、父親への支

援は必要とされる場合とそうでない場合の差も

大きく、事業の優先度が下がることで、予算獲得

と実施が困難であると考えられる。 
次年度からは、健康日本 21（第三次）が始まる

中で「自然に健康になれる地域づくり」がスロー

ガンとして挙げられているが、地域住民が支え合

う仕組みの中で、まずあらゆる年代層でのコンセ

ンサスを得る必要がある。父親が育児の実施者と

して支援されるというこれまで前例のない方法

を考え、実行に移す力が必要である。育児に関わ

る父親が集まり、互いに問題解決のために支え合

う仕組みづくりも必要であろう。地域全体が、父

親支援を利用する父親を否定的に捉えることの

ない、価値観の転換が必要だが、地域で育児支援

ができる中・老年世代にとって簡単なことではな

い。父親の育児を肯定的に捉えない世代の意識改

革、職域では育児をしない同年代の理解を得られ

るような仕事環境の整備も、地域づくりには重要

である。 
 
３．本調査の限界 

本調査は回収率が低く、父親への育児支援に関

心を持つ自治体や支援を実施している自治体が

多く含まれる回答結果である可能性が高く、一般

化には注意を要する。また、父親の情報収集の時

期についての質問では、複数回答としたために、

父親の情報収集をもとにしたアセスメント開始

の時期に対する対象者の意識を明瞭に捉えるこ

とができなかった。父親の情報入手のタイミング

は、母子中心で支援を考えるのか、父親を含めた

家族支援の視点を持つのか、さらに父親への支援

をポピュレーションと考えているか否かを知る

ために有用な項目であり、今回の調査では父親へ

のアセスメントについて言及することができな

かった。また、質問項目の統一や同じ自治体での

比較となっていないために、今回の結果は父親へ

の育児支援実施の変化を評価するには至ってい

ない。しかし、全国の父親への育児支援の実施状

況を知る調査が希少であることから、父親支援の

概況を把握し、育児支援策定に有用な結果報告で

あると考える。今後、調査目的を明確にした研究

デザインを用いて質問項目を精錬し、全国の母子

保健事業で受けられる父親支援実施のモニタリ
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ング調査として、子育て環境整備の質の担保に資

する調査とすることが望ましい。 
 
Ｅ．結論    

2023 年に自治体母子保健担当部署の職員に対

し、2022 年度の父親への育児支援実施状況につ

いて自記式質問紙調査を実施した。回収率 35.2%
と 2020 年に実施した 2019 年度時点の実態調査

の 48.6%よりも低かったが、母親ではなく父親を

主な対象とする事業実施は 10.3%、実施していな

い自治体中で父親を対象とする事業の必要性を

感じている自治体は 75.3%であり、2020 年に実施

した調査よりも、どちらも 4.8%上昇していた。

母子保健担当部署での父親への支援の必要性の

認識が高まっていると言える。しかし、実施して

いない理由で業務多忙を挙げる自治体は多く、自

治体の優先度や職員、地域の資源を考慮した育児

支援形態の検討が今後の課題として示された。さ

らに、地域特性に合わせた事業展開、育児支援事

業の実施に伴い、事業の評価を実施して支援事業

の質の担保を目指す必要がある。 
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表１．調査対象自治体の特徴 

   総人口平均(人) 高齢化率(％) 
出生数 
(人/年) 

回答者が保健師(%) 
父親へのニーズ調査
実施経験あり(％) 

2019年度 176621.3 33.7 592.4 73.8 1.4 
2022年度 92788.7 34.5 567.8 94.0 2.5 

 
 
 

 
図１．母子健康手帳交付時に実施した父親への支援内容（複数回答％） 
 
 
 

 
図２．妊娠期・両親学級に実施した父親への支援内容（複数回答％） 
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図３．乳幼児健診時に実施した父親への支援内容（複数回答％） 
 
 
 

 
図４．新生児などの訪問時に実施した父親への支援（複数回答%：今回のみ調査実施） 
 
 
 

 
図５．主な対象を母親ではなく父親とした育児支援事業の実施 
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図６．主な対象を父親とした育児支援事業のねらい 
 
 
 

 
図７．父親を主な対象とする育児支援事業の内容 
 
 
 

 
図８．父親を主な対象とする育児支援事業の必要性 
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図９．父親を主な対象とした育児支援事業実施の準備状況 
 
 

 
図１０．父親を主な対象とする育児支援事業が実施できない理由 
 
 

 
図１１．父親への育児支援の実施や改善に必要なこと（複数回答％） 
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図１２．連携している他の部署（％） 
 
 
 

 
図１３．父親の情報収集を必要とするとき（複数回答％） 
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